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はじめに
近年，わが国においても社会的企業が注目さ
れている。その理由は経済が停滞する中，少子
高齢社会の到来，所得格差の拡大，都市と地域
の格差，環境破壊，安心安全問題，自然災害な
ど，いろいろな問題が突出しているからであ
る。しかしながら，このような深刻な社会的経
済的問題の解決については政府や自治体のサー
ビス，また，企業の生産やサービス活動だけで
は対応できかねるのが現状である。こうした重
大な社会的あるいは経済的諸問題の解決に新た
な活動組織として登場してきたのが 社会的企
業であり，世界的広がりを持っている。今後と
も，社会的企業は世界的に大きく発展していく
ものと考えられる。
しかし，現状の種々の社会的企業はその歴史
的発生，発展において異なるためにその分析枠
組みについては非営利と社会的経済の大きく 2
つのアプローチにわかれ，隔たりがある。さら
に，営利アプローチが加わり，一体となってい
ない。それがきわめて多様な社会的企業の存在
の包括的把握をしにくくさせている。本論では
社会的企業の本来の目的，方向性の視点から，
その差異を統合する新しい社会的企業の枠組み
の提示を試みる。
1 ．経済組織と社会的企業の形態
経済組織はその所有形態と目的から眺める
と，それぞれ大きく 2 つに分かれる。所有形態
は私的（民間部門）と公的（公共部門）に分か
れ，目的は営利，非営利に分かれる（図表 1 ）
（吉田，2009，p.5）。
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図表 1　所有と目的による組織の類型
所　　有
目
　　
的
私有 公有
営利 Ⅰ私企業 Ⅱ公企業
非営利 Ⅲ非営利組織 Ⅳ行政機関
出所： 吉田忠彦「非営利組織とは何か」田尾雅夫・吉田忠彦著
『非営利組織論』有斐閣，2009，p.5。
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それでは，社会的企業（social enterprise）
とはどのような企業なのだろうか。谷本寛治は
社会的課題の解決にさまざまなスタイルで取り
組む事業体を「ソーシャル・エンタープライズ
（Social Enterprise）」（社会的企業）と総称し
（谷本，2006，p.2），社会的企業は社会的課題
の解決を使命とし，事業として取り組む新しい
事業体であり，非営利組織と営利組織の 2 分野
にわたり展開される組織である。営利組織とし
て会社形態で運営される社会的企業には社会志
向型企業があり，非営利組織の形態で運営され
る社会的企業には事業型NPO（特定非営利活
動法人）がある。これら営利組織と非営利組織
の中間領域に中間法人や協同組合がある。加え
て，既存企業が社会的課題に取り組む企業の社
会的事業（CSR）がある（図表 2 ）（同，p.7）。
NPO組織の基本要件は，第 1 に参加者の自
発的意思によって形成され，政府とのかかわり
のない組織であること，第 2 に社会的問題に取
り組むことを使命とすること，第 3 に事業活動
によって得られた収益を構成員の間で再配分し
てはならないという非配分原則から成り立って
いることにある（谷本，2006，p.8）。社会志向
型企業は社会的使命をもって社会的問題の解決
に営利事業として邁進する株式会社の組織であ
る。
中間形態の事業体は営利，非営利の中間にあ
る形態で社会的問題を解決する社会的事業を展
開するものであり，協同組合，ワーカーズ・コ
レクティブ，ソーシャル・ファームなどがあ
る。企業の社会的事業（CSR）は企業が営利追
求の過程で社会への貢献を意図する活動であ
り，社会的問題を解決する製品・サービスを提
供する（谷本，2006，pp.10-13）。ただし，企
業の社会的事業（CSR）は本来，営利を追求す
る目的の企業がその事業活動の過程で社会的貢
献として社会的問題の解決に寄与することを意
味し，本来，社会的問題の解決を目的とする社
会的企業とは成り立ちが異なることからここで
の議論から省くことにする。
中間形態の社会的企業は社会的経済の概念と
して位置づけられる。社会的経済は次のような
経済をさす。経済について経済学的分析は「経
済を目的と手段―希少でありさまざまな点で
有用である手段―の関係」と定義し，そこで
は主に資源配分に力点をおき，しかも，経済的
人間と社会的人間の間に明確な境界を設ける。
一方，社会的経済は経済を社会的なものとして
とらえ，経済的人間と社会的人間の間の区別を
することなく，また，資源配分に限ることな
く，「分配，生産条件，失業，貧困，生活の質
にかかわる諸問題」も対象とする（Monzón，
1992，富沢訳，1995，p.2）。社会的経済は「経
済的機能と社会的機能との統合」を成り立た
せ，「経済的に効率的な方法で富をつくりだ
し，その富を公正な方法で分配」を実現する企
業である。それは社会的経済企業と呼ばれ，協
同組合を主に共済組合，非営利組織，労働者株
式会社などが含まれる（同，p.4）。社会的経済
の特色は，第 1 に「利益よりもむしろ構成員あ
るいはその集団に奉仕すること」を目的にお
き，第 2 に「管理の独立」を基本とし，第 3 に
「民主的な意思決定過程」を重視し，第 4 に
「資本より人間と労働を優先する」収益分配を
採用することを原則に活動していることである
（Defourny, 1992，内山訳，1995，p.19）。
事業型NPOは事業をとおして収益を上げる
ことができる。しかし，先述のように収益を構
成員の間で再配分してはならないという非配分
原則から成り立つ。それ故にNPOは非営利組
織といわれる。社会志向型企業は株式会社の組
図表 ２　社会的企業（ソーシャル・エンタープライズ）の形態
非営利組織形態 NPO法人，社会福祉法人など
非営利組織形態と
営利組織形態の中間
中間法人，協同組合（ヨーロッ
パでは多様な形態）
営利組織形態 株式会社
社会志向型企業
企業の社会的事業
（CSR）
出所： 谷本寛治「ソーシャル・エンタープライズ（社会的企
業）の台頭」谷本寛治編著『ソーシャル・エンタープ
ライズ―社会的企業の台頭』中央経済社，2006，p.7，
一部加筆。
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織形態をとり，社会的事業を行いながら収益を
追求し，それを株主に分配する（あるいはでき
る）。そのため，営利組織といわれる。両者に
は所有者への利益の分配，非分配の相違がある
が，いずれも社会問題を事業機会として事業活
動を行う。それは他者に向かう活動であり，利
他的行動である。社会的経済はいま見た特徴，
すなわち，構成員に奉仕する，管理の独立，民
主的意思決定，人間と労働を優先する収益分配
があり，自己，集団に向かう活動であり，利己
的行動である。
２ ．社会的企業が登場する背景
Nichollsは社会的企業家が登場する状況につ
いて社会および環境面において社会的企業を生
み出す要因（供給サイド）と社会的企業を必要
とする要因（需要サイド）の両面から考える
（図表 3 ）（Nicholls, 2008, p.2）。
需要サイドの要因は次の点にある。中央・地
方政府の行う公共サービスは画一化，予算の限
界などが原因となり，地域や個々のニーズに対
応しかねるなどの公共財の利用効率の悪さがあ
る。先進国，発展途上国ともに，政府は国民の
自立を促し，福祉の市場主導モデルを重視し，
公共財の提供から手を引いている。社会的環境
的問題が深刻化する中で，非営利組織の登場を
必要としている（Nicholls, 2008, p.2）。また，
先進国，発展途上国の中で鉱物，エネルギー，
水産，水資源の獲得競争が激しくなっている。
さらに，発展途上国では人口増加による食料不
足，異常気象による農産物の不作，水不足，エ
ネルギーの高価格化，自然災害の多発，短寿
命，疾病などの深刻な問題が起こっている。
供給サイドの要因には次の点がある。発展途
上国では富の格差が拡大している一方，先進国
では中間層が存在し，彼らは教育も高く，可処
分所得もあり，社会的問題への関心も高い。ま
た，先進国では生産寿命が伸び，それによって
転職や起業，退職後の新ためての就労や社会貢
献活動などによって社会的流動性を高めてい
る。先進国では教育水準が高く，高学歴者も多
く，社会的問題への関心が高い。その中から社
会的企業家が生まれている。社会的企業家が先
進国で生まれた要因は民主的国家だからであ
る。通信ネットワークの発達によって異なる地
域，人々のコミュニケーションを可能にしてお
り，それが社会財の供給を下支えしている。多
国籍企業の取引高は一国家のGDPを上回って
いる例がある（Nicholls, 2008, p.2）。
日本では次のような深刻な社会的経済的な問
題があり，それらが社会的企業の登場を後押し
している。社会保障の分野において健康保険，
年金などの保険料の滞納者や制度への未加入者
が増加している。労使関係を基礎にした社会保
障の枠組み，すなわち，終身雇用と年金受給，
配偶者控除という企業と家庭の標準モデルが崩
壊している。財政赤字の下，政府は「小さな政
府」を志向する。企業は短期利益を重視し，リ
ストラの断行，業務のアウトソーシング，非正
規雇用への依存を高めている。未就労や過労
死，ワーキングプアが常態化し，「勤勉とか忠
図表 3　社会的企業の成長促進要因
供給サイド 需要サイド
増大する世界の 1 人当たりの富／向上した社会的流動性 深刻化する環境および健康危機
伸びる生産寿命 拡大する経済的不平等
増大する民主主義政府の数 政府による公共サービス提供の効率の悪さ
高まる多国籍企業の支配力 自由主義イデオロギーに直面した政府の撤退
教育水準の向上 非政府組織のより先進的な役割
高度化する通信技術 資源獲得競争
出所： Nicholls, A.“The Introduction”, A. Nicholls ed., Social Entrepreneurship―New Models of Sustainable Social Change, Oxford 
University Press, 2008, p.2.
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誠心などの職業倫理」が崩壊している。こうし
た状況に対し，社会的リーダーが「個人の自由
と自己責任」を強調するが，「社会の新しい
姿」を示していない。社会は不寛容になり，閉
塞感が深まる。社会的動物である人間は「高い
共同性・社会性」を持つがゆえに，関係性を失
うと，生きていけないことになる（馬頭，
2009，pp.2-8）。
日本でも以上のような重大な問題があるが，
一方で，人々は経済の成熟化の中で，可処分所
得と余暇時間が増加し，生活のゆとりと知識，
情報，多様な価値観を持つようになる。その中
で自分や家族のために一所懸命働くという利己
的行動から困っている人たちや社会的問題の解
決に役立つことをしたいという利他的行動へと
向かう意識と感情が生まれる。こうした人々の
意識変化と行動も社会的企業の登場を促してい
る背景にある。
現在，政府によって行われている現金給付に
よる所得再分配政策は，グローバル化により金
融所得が世界を飛び回ること，女性の社会進出
によって家族内にこれまで一般に主婦が担って
きた家事等の無償労働に従事する者がいなく
なってしまうことから困難になってくる。この
ような状況になると，政府はこれまでの現金給
付ではなく家族内で無償労働によって生産され
てきた例えば，育児，介護などのサービスを政
府が提供し，生活保障をしなければならなくな
る。つまり，「福祉国家という遠い政府による
参加なき所得再配分から，参加民主主義にもと
づく身近な政府によるサービス給付へ」と，生
活保障のあり方が変化するのである。しかも，
サービス給付は生産費用，国民のニーズに合致
する内容という点での効率性が要求される。と
なると，そのサービスの提供は国民に近い地方
政府が担うことが適切になるので，地方分権の
推進が叫ばれる（神野，2012，pp.44-46）。
これまで見てきたように事業型NPO，社会
志向型企業，そして，協同組合，共済団体，非
営利組織などの中間組織からなる社会的企業は
「現代の経済システムにおける構造上の独自の
構成要素として出現しつつ」あり，「公共セク
ター一般および資本主義セクターとは異なって
いると同時に，それらと同様に構造化されるの
であり，また，資源配分および所得分配の改善
に必要なもの」（Monzón, 1992，富沢訳，1995，
p.6）となっている。
3 ．社会的企業と社会的企業家
次に，それぞれの社会的企業の特色を社会的
企業家の側面から見ていこう。
図表 4　NPOの 3つのパターン比較
（伝統的）慈善型NPO
監視・批判型NPO
（アドボガシー型）
事業型NPO
活動 チャリティ（無償）
政府や企業の監視と
政策提言（無償）
社会的事業（有償）
スタッフ ボランティア ボランティア／プロ併用 プロのスタッフ
組織運営 アマチュアリズム アマチュアリズム ソーシャル・アントレプレナー
行動原理 博愛主義 問題意識と批判性
効率性（市場競争，
コア・コンピタンスへの意識）
マーケティング活動
受動的，マーケティング
意識ない
マーケティング意識の萌芽
（資源獲得において）
顧客志向，マーケティング
（資源獲得，サービス提供に
おいて）
主な資金源 寄付・会費中心 寄付・会費中心 事業収益中心
企業・政府との関係 独立的 独立的 コラボレーション
出所： 谷本寛治「ソーシャル・エンタープライズ（社会的企業）の台頭」谷本寛治編著『ソーシャル・エンタープライズ――社会
的企業の台頭』中央経済社，2006，p.9。
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NPOは慈善型NPO，監視・批判型NPO，事
業型NPOに分類される。慈善型NPOは寄付や
ボランタリーを基盤に貧困や福祉などの社会的
問題に慈善としてかかわるものである。監視・
批判型NPOは企業や政府などの活動を監視・
批判するというかたちで社会的課題に取り組
む。事業型NPOは社会的問題の解決に有料・
有償で社会的サービスを提供する。それらの特
徴は図表 4 のようになっている（谷本，2006，
pp.8-9）。
図 表 4 に 見 る よ う に， 事 業 型NPOは 慈 善
型，監視・批判型NPOと異なり，有償で社会
的事業を行い，市場競争を意識して効率的に顧
客志向をもって行動し，マーケティング活動を
重視し，他組織とも連携しながら事業収益をあ
げることを目的に活動する。その担い手として
のプロのスタッフ，ソーシャル・アントレプレ
ナーの存在がある（谷本，2006，p.9）。このよ
うにNPOの中でも事業型NPOは次に述べる社
会志向型企業と近い社会的企業形態である。
社会志向型企業の社会的企業家の特徴はいく
つかある。
OsbergとMartinは，社会的企業家について
第 1 に社会的排除など固定化された「不公平な
均衡の存在を認識し」，第 2 に「その解決策を
開発し」，第 3 にこうしたことに苦しんでいる
「人々を解放する」ことにより，「社会全体をよ
りよい未来にする」ことを目指すと定義する
（Martin and Osberg, 2007，p.35）。彼らは社会
的企業の社会的機会を追求する面に重点をおく
定義を行っている。
DeesはアントレプレナーについてSayの定
義，すなわち，「経済的資源をより低い分野か
らより高い生産性，より大きい産出の分野へ移
す人」ということから出発し，Schumpeterに
よる「創造的破壊」によって資本主義経済を動
かす革新者としたことに発展させ，さらに，
Druckerが「アントレプレナーは変化を起こす
ことでなく，変化（技術，消費者性向，社会規
範など）を生み出す機会を開発するもの」とし
て見ていること，また，StevensonがDrucker
の定義にリソースフルネス（resourcefulness）
という概念を加えることによって，普通の管理
的経営と企業家的経営の違いを踏まえ，「企業
家的経営の精神は資源の有無にかかわらず，機
会を追求することにある」と定義した。Dees
はこのアントレプレナーの定義を社会的企業家
へ応用し，社会的企業家をアントレプレナー属
のひとつの種で，社会的使命を持ったアントレ
プレナーと定義する。さらに，Deesは，社会
的企業家は行動によって社会セクターでの変革
者の役割を果たすとし，その行動について
① 社会的価値を創出し，維持すべき使命を取
り入れる
② 使命に役立つ新しい機会を認識し，絶えず
追求する
③ 継続的な改革，調整，学習の過程に自ら参
加する
④ 現在の手持ちの資源に制約されることな
く，大胆に活動する
⑤ 支持者に対する（説明）責任への高い意識
や創出した成果を公開する
と述べている（Dees, 1998, pp.2-4）。Deesはい
うまでもなく，アントレプレナーの役割を強調
するかたちで社会的企業家を定義している。
谷本寛治は先述のように，社会的課題の解決
にさまざまなスタイルで取り組む事業体を
「ソーシャル・エンタープライズ（Social Enter-
prise）」（社会的企業）と総称したが，社会的
企業（Social Enterprise）の基本的特徴として
次の 3 つの要件をあげる。 1 つは「いま，解決
が求められている社会的課題に取り組むことを
事業活動のミッションとする」こと（「社会
性」社会的ミッション（Social Mission））であ
り， 2 つはそれを「ビジネスの形に表し，継続
的に事業活動を進めていく」こと（「事業性」
社会的事業体（Social Business））， 3 つは「新
しい社会的商品・サービスやその提供する仕組
みの開発」をすることあるいは「社会的課題に
取り組む仕組みの開発」をすること（「革新性」
ソーシャル・イノベーション（Social Innovation））
である（谷本，2006，p.4）。社会的企業のこの
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定義は社会的使命，社会的事業性，社会的イノ
ベーションの 3 つの機能による社会的事業の追
求を考えるものである。 3 つの要素を実践する
主体はいうまでもなく，社会的企業家である。
社会的使命は社会的機会の追求につながり，社
会的事業性は組織形態である。ここで注目すべ
き要素は社会的イノベーションであろう。
Wolkは社会的企業家について「市場の失敗
から生じる社会的問題の解決を目指して，変革
力があり財務的に持続可能な革新事業を実践す
ること」であると論じている。それは市場の失
敗への対処，変革力のある革新，財務的持続可
能性という 3 要素からなる（Wolk, 2007，財団
法人中小企業総合研究機構訳，2008，p.212）。
市場の失敗への対処は図表 5 のようになる
（Wolk, 2007，財団法人中小企業総合研究機構
訳，2008，p.214）。
変革力のある革新は，社会的企業家は「創造
的な思想家」であり，新しい製品・サービスや
技術，また，新しい販路，生産方法，組織など
の革新に注力するとともに，革新的なアイデア
をもって新しい発明，既存製品・サービスの改
善に向かうことをいう（Wolk, 2007，財団法人
中小企業総合研究機構訳，2008，p.215）。
財務的持続可能性は，社会的問題に対応して
「変革の可能性」を見出すには，財務的持続可
能性が必要である。社会的問題の特性，実際に
起きている市場の失敗に対応できるモデルを採
用し，また，資源獲得と活用に用いる「生産性
や効率性を測る尺度」を選好することになる。
財務モデルの構成要素には「熟練または不熟練
のボランティア」と 1 回または繰り返し行われ
る現物の寄付をいう非金融資源と基金，個人，
政府，会社からの拠出金や料金として得られる
収入源である予測可能な財源がある（Wolk, 
2007，財団法人中小企業総合研究機構訳，
2008，pp.216-217）。
Wolkの議論する市場の失敗への対処は社会
図表 5　社会的企業家の社会問題解決のアプローチ：市場の失敗の連続
〔市場なし〕　　　　　　　　　　　　　　　　〔限定的市場〕　　　　　　　　　　　　　　　　　〔低収益市場〕
市場なし
　社会問題を解決する上での「市場なしのアプローチ」では，潜在的な製品・サービス受益者には代価を支払う能
力がない（注）。したがって，このアプローチを選択した社会的企業家は事業を維持する上で受益者から稼得する収
入に頼ることはできない。通常，市場なしのアプローチは政府主導や非営利団体の形態をとる。
　注：Seelos および Mair, Social Entrepreneurship, 241-246
限定的市場
　限定的市場のアプローチでは，受益者や顧客にある程度の支払い能力がある。したがって，このアプローチを選
択した社会的企業家は事業を維持する上で受益者からのある程度の収入に頼ることができる。通常，限定的市場の
アプローチは非営利団体となる傾向にある。
低収益市場
　低収益市場のアプローチでは，受益者には社会問題を解決するかぎりコストを支払う潜在能力があり，したがっ
て，利益を創出する可能性がある。しかし，市場が未発達である可能性があり，あるいはこの市場に投資しても非
営利事業をも下回る投資収益しかもたらされない可能性がある。このアプローチの事例は非営利および民間の両セ
クターに存在する。低収益市場のアプローチによって，最終的には従来の営利企業となるに十分な製品・サービス
市場が発展する場合も一部はある。
出所： Wolk, A.「社会起業家と政府：社会問題の解決策を打ち立てる新しいタイプの起業家」財団法人中小企業総合研究機構訳編
　　　『アメリカ中小企業白書2007』，同友館，2008，p.214。
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的機会の追求であり，財務モデルは事業体，あ
るいは組織形態であるが，谷本寛治同様，注目
すべきは社会的イノベーションであろう。
Wolkは社会的企業について社会的イノベー
ションを中心においてその担い手である社会的
企業家の役割を重視している。
一方，社会的経済に基づく協同組合を主とす
る中間形態の社会的企業に目を向ければ，それ
はEMES（L’Émergence des Enterprises 
sociales en Europe：ヨーロッパ社会的企業研
究ネットワーク）によれば，「社会的目的と経
済的目的の統合，あるいは社会的目的を実現す
るための経済事業を担う企業家活動（社会的企
業家活動）」にある。このことは「〈非営利経済
活動〉〈非営利の企業家活動〉の固有の役割」に
社会的企業の姿を見ている（内山，2004，
pp.511-512）。EMESは社会的企業を以下のよう
に経済的な 4 基準と社会的な 5 基準に分けて定
義している（Defourny, 2001，内山訳，2004，
pp.27-29）。
（１）経済的な 4 基準
①財，サービスの生産・供給の継続的活動
② 高度の自律性（公的補助に頼るとしても自
律性を持ち，政府・営利企業などは不介
入）
③ 経済的リスクの高さ（資源の保障はなく，
組織がリスクを負って対処）
④ 最少量の有償労働（無給のボランティアと
有給スタッフ）
（２）社会的な 5 基準
① コミュニティへの貢献という目的（コミュ
ニティ，特定集団のために奉仕する）
② 市民グループが設立する組織（市民グルー
プを巻き込んだ共同活力）
③ 資本所有に基づかない意思決定（資本シェ
ア（株式シェア）ではない一人一票のよう
な意思決定方式）
④ 活動によって影響を受ける人びとによる参
加（顧客，ステークホルダーなど多様な集
団の参加）
⑤ 利益分配の制限（利益最大化ではない利益
配分禁止あるいは制限）
この議論は経済性と社会性が一体となった社
会的企業家活動であろう。
4 ．社会的企業の定義の試論
ときに，社会システムにおいて社会の構成員
が自発的に協力して行う 2 つの機能がある。ひ
とつは「社会の構成員が相互に助け合う相互扶
助機能」であり，もう一つは「社会の構成員が
共同の困難を解決するために実施する共同作
業」である（神野，2012，p.41）。相互扶助機
能集団は「自助組織」であり，その典型的な例
が協同組合である。協同組合は「共同的に所有
し，民主的に管理する事業体を通じて，共通の
経済的・社会的・文化的なニーズと願望を満た
すために，自発的に結びついた人々との自治的
結社」（国際協同組合同盟の定義）をいう。も
う一つの機能集団である「社会共同の困難を解
決する共同作業を目的」とするのが，「他助組
織」であり，日本ではNPOをさす（神野，
2012，p.43）。
社会が経済システム，政治システム，社会シ
ステムという 3 つのサブシステムから成り立つ
とすると，「自助組織」とは「社会システムが
経済システムの方向へ接近していく」ことであ
り，「他助組織」とは「社会システムが政治シ
ステムの方向へ接近していくこと」になる。社
会的企業は自助組織，他助組織を問わず，「社
会システムが政治システムや経済システムの領
域へと外延的に拡大し，結果として社会システ
ムが政治システムに担われていた社会統合機能
を代替していくこと」をさし，それは「市民社
会の再活性化による新しい社会統治つまりガバ
ナンスの方向」をさすことになる（神野，
2012，pp.43-44）。
社会的企業家が掲げる社会的使命は社会的問
題の数ほどあるといってもよい。つまり，
Nichollsがいうように，「事業内容や組織形態
の幅が並み外れて広いため，分類は極めて困
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難」なのである（Nicholls, 2008, p.11）。言い換
えると，政府，企業の手の届かないところすべ
ての局面で起こる社会的問題が社会的企業の機
会となる。それが社会的企業の特徴なのであ
る。先に，社会的企業について社会的機会，社
会的使命の追求，社会的アントレプレナー，社
会的イノベーション，経済性と社会性の統合に
重きをおく定義という観点から見てきた。これ
らのことを再度検討し，社会的企業の定義を考
えてみたい。
社会的機会の追求，社会的使命に重きをおく
定義についてであるが，社会的使命を持って活
動するのが社会的企業家であり，社会的企業家
が社会的問題を機会とすることはいうまでな
い。しかし，社会的問題は社会，経済，環境，
文化，人間性などのさまざまな場面，状況の中
で多様な形態をとる。そこには貧困，経済格差
のような質的に深刻な問題でその量的な面でも
ほうっておけない，また，空間的にも広がって
いる，さらに，時間的にも長期にわたっている
というような重大な社会的問題がある一方，地
域における買い物困難者のように社会的問題と
しては相対的にそれほど深刻ではないが，その
解決が種々の事情（資源，人材，方法など）か
らなされていないという地域の草の根の社会的
問題も存在する。
ここで問題となるのは社会性を強調すること
は深刻な大きな社会的問題にだけ目を向けるこ
とになり，草の根的な社会的問題の解決に奮闘
する社会的企業の存在を軽んじることにならな
いかということである。すなわち，社会的企業
家の活躍の場を狭めて考える嫌いがある。した
がって，社会性をあえて強調しないで社会的企
業家であれば，社会性は当たり前のこととする
姿勢がよいのではないだろうか。
社会的イノベーションについてであるが，社
会的問題の深刻度についてはばらつきがあると
しても，その解決にはなんらかの方法が必要に
なる。既存の方法で解決がつくのであれば，社
会的イノベーションはいらないわけである。し
かし，既存の方法で解決ができない場合，新た
な方法が必要になる。そこに社会的イノベー
シ ョ ン が 登 場 す る。 イ ノ ベ ー シ ョ ン は，
Schumpeterがいうように，モノや力を新たに
結び付ける「新結合の遂行であり」，その新結
合には新製品・新サービス，新生産方式，新販
売経路，原料，半製品の新供給源，新組織があ
る（Schumpeter, 1926，塩野谷・中山・東畑
訳，pp.182-183）。社会的イノベーションにお
いても，こうした手法が必要である。しかし，
社会的企業は社会的問題として現れたことを社
会的企業家が機会とするのであり，Schumpeter
がいうように現に稼働している既存のものを破
壊して新たなものを開発する創造的破壊という
企業家活動は起こらない。
つまり，社会的逸脱，失業，貧困などの社会
経済的逸脱，人権などの社会政治的逸脱に対
し，逸脱が新たな均衡に向かうプロセスを展開
させることが重要になるだろう。しかし，そこ
には，社会的問題の新しさ，深刻度に対し，
Schumpeterが掲げる新結合の概念を実現する
ラジカルなイノベーションが必要とする場合が
多い。その一方で，既存の技術や資金，制度な
どを使い，ラジカルさはないが，新しいビジネ
スモデルを創造するイノベーションも大事にな
る。また，創造的破壊のようなラジカルなイノ
ベーションばかりでなく，改善・改良という漸
進的イノベーションという手法も社会的企業家
にとって重要であろう。というのは，社会的問
題は一度にすべてが解決するほど単純なもので
ないからである。ラジカルなイノベーション，
漸進的イノベーションともに必要とするのが社
会的イノベーションなのである。また，社会の
変革，意識革命，人びとの行動変容という面で
の社会的イノベーションも重大なイノベーショ
ンである。
Deesはアントレプレナーの存在を強調す
る。社会性の機会を追求する主体としてのアン
トレプレナーに注目する定義である。しかし，
前述のイノベーションの議論で見られるように
社会的問題の幅広さからいえば，深刻な社会的
問題への取り組みばかりが社会的イノベーショ
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ンでも，社会的企業家でもない。例えば，地域
の高齢者問題などに取り組む草の根社会的企業
家もいる。経済性と社会性の統合という定義
は，前節の自助組織に当たる。ここでは派手な
社会的企業は登場してこない。自らの問題を同
じ問題を抱える者と手を取り合って解決してい
こうとするものであり，草の根的個人的企業家
が協同化し，集団的企業家に変わり，共助組織
のもとで自らが抱える社会的問題を解決してい
く。その方法としてラジカルなイノベーション
を実行する場合もあるが，多くは内外から知恵
を集め，構成員の議論の中で方法を見出してい
く。こうした行動も，自ら社会的逸脱等を解消
させようとする「行動に立つ人」という意味で
企業家といえるであろう。
ここで先の自助組織，他助組織にしたがい，
社会的企業の定義を試みたい。というのは，こ
こで検討してきた社会的企業家の 4 分類は自助
と他助，営利と非営利のそれぞれ 2 つに再分類
されるからである。
社会的使命・機会の追求，社会的アントレプ
レナー，社会的イノベーションに重きをおく定
義は他助的志向が強く，一方，経済性と社会性
の統合に重きをおく定義は共助的自助的志向が
強い。前者は社会共通の問題に対し，営利を目
的とする社会的企業家（for-profit entrepreneur），
あるいは非営利の社会的企業家（non-profit 
entrepreneur）が主体となって，ときには社会
イノベーション，さらには社会変革を担う利他
志向，すなわち，他者のために行動する組織で
ある。他方，後者は自分たちに共通する社会的
問題の解決に個人自らが相互扶助のもとで乗り
出すことにより共同の利益を得ようとする営
利・非営利の社会的企業家，すなわち，集団的
利己志向，自分あるいは自分たちが自分あるい
は自分たちのために行動する組織である。
OECDでは共同の企業家，コミュニティのた
め の 企 業 家（collective or community entre-
preneurship） と い う 言 葉 を 使 用 し て い る
（OECD, 1999, p.7）。この言葉を応用すれば，
自らが抱える他と共通する社会的問題の解決に
個人自らが相互扶助のもとで乗り出すことによ
り共同の利益を得ようとする営利・非営利の社
会的企業家，すなわち，共益型企業家（collective 
entrepreneur），地域の社会的問題を解決する
ために奮闘する草の根型企業家（community 
entrepreneur）ということになろう。自らが遭
遇した社会的問題を自らの力で解決しようと意
図する個人的企業家（personal entrepreneur）
が社会的企業家の原点にある。
以上の議論から社会的企業を定義すると，
「アントレプレナー（企業家）に率いられ，さ
まざまな社会的問題の解決を企図する社会的使
命を持って，共助・自助組織，あるいは他助組
織をとおして，多様な経営的手法，イノベー
ション手法を用いて取り組む事業組織」という
ことになろう（図表 5 ）。
5 ．社会的起業家活動の議論
次に，以上の議論を踏まえ，ここでは社会的
企業家活動を新しく社会的企業を起業するとい
う観点から社会的起業家活動とし，その概念に
ついて検討する。社会的起業家活動の担い手を
社会的起業家と呼ぼう。
ベンチャー企業は営利を目的とし，起業家に
率いられた革新的で，急成長を目指す規模の小
さい企業である。社会的企業は，同じく起業家
に率いられ，社会的使命を果たすことを目的に
営利・非営利，自助・他助を問わず，多くは革
図表 5　社会的企業の定義
他助組織
NPO
ソーシャル・ビジネス
ソーシャル・ファーム
一般企業
社会志向型企業
非営利性
協同組合
ワーカーズ・コレクティブ
営利性
コミュニティ・ビジネス
企業組合
従業員所有会社
共助・自助組織
出所：筆者作成
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新的方法を使って行動する企業である。このよ
うにベンチャー企業と社会的企業には相違があ
る。しかし，起業家活動という点で共通する部
分もある。ここでは，ベンチャー企業の起業家
活動のトータルなプロセスと社会的起業家によ
る社会的起業家活動の共通点を拾い出していく
ことで社会的企業家による社会的起業家活動の
姿を明らかにしていく。
起業家活動（entrepreneurship）とは「実際
に何もないところから価値を創造する過程であ
る。言い換えれば，起業機会を創り出すか，適
切にとらえ，資源の有無のいかんにかかわらず
これを追求するプロセス」をいう（Timmons, 
1994，千本・金井訳，1997，p.10）。
金井一頼はベンチャー企業の起業家活動につ
いて「起業家」「起業機会の認識」「事業コンセ
プト（と計画）」「資源」の各要件から構成さ
れ，一方で，「既存の調和状態を新結合により
創造的に破壊するプロセス」（「質的な違いや不
連続をともなう発展の契機」）を含みながら，
他方で，「新結合により生み出される逸脱状態
から新たな調和状態へ向かうプロセス」（「連続
的な『成長』を生み出す推進力」）を含んでい
る。起業機会の認識，事業コンセプト，資源の
展開が起業家活動の基本的要件であるが，それ
らの要件の間に独自のパターンを形成すること
によってベンチャー企業独自のビジネスモデル
が形成される。つまり，「定常状態を破壊する
発展のプロセス（既存ビジネスモデルの破壊と
新しいビジネスモデルの形成）とともに，新た
な定常状態に向かうことを推進する成長プロセ
ス（新しいビジネスモデルの展開と高度化）の
双方を含むもの」なのである（金井，2002，
p.62）。
起業プロセスは論者によって何が重要かとい
う点で若干異なっているが，基本的には似通っ
ており，一定の同意がある。つまり，起業プロ
セスとは①新しい起業機会を環境変化の中から
発見し，②その機会を活用するために新たな事
業コンセプトを創造するとともに事業計画を策
定し，③それに基づいて多様な経営資源の動員
をはかり，④革新的に事業を創造し，展開する
プロセスであることを意味している（金井，
2002，p.68）。このことは社会的起業家活動も
同じである。
社会的企業は社会的使命を掲げるだけで終わ
ることはあり得ない。それを現実のものにする
ことによってはじめて存在意義が生まれる。社
会的使命を効率的に効果的に実現するために必
要とされる活動は具体的な社会的起業家が実行
する社会的起業家活動である。
社会的起業家活動でまず，求められることは
社会的起業家が機会とする社会的使命に基づ
き，どの組織，収益，運営の形態を選択するか
である。このことによって社会的企業の戦略は
左右される。というのも，社会的起業家が認識
する社会的機会によってとるべき組織，収益，
運営形態が規定されるからである。社会的起業
家がどのような組織，収益形態を選択したかに
よって事業コンセプト，事業計画，必要資源が
異なってくる。また，運営形態，プロセスも異
なってくる。その鍵となるのが，機会とその理
念的表明である社会的使命であり，組織，収
益，運営形態であり，そして，その実現のため
に事業コンセプト（顧客，価値，能力・方法）
の構築，事業計画の策定，さらに，必要資源の
獲得というプロセスを踏む起業家活動である。
社会的起業家活動も，ベンチャー企業の起業
家活動と同じように，起業機会の認識（機会の
認識，その評価），事業コンセプト（顧客，価
値，能力・方法）の構築，事業計画の策定，必
要資源の獲得というプロセスをたどる。しか
し，社会的企業の場合は，起業機会の認識は社
会的使命になる。また，組織形態は大きく他助
組織と自助組織（共通益組織），営利と非営
利，その混合という収益形態に分類されるが，
この社会的起業家活動の要件は事業コンセプト
の構築，事業計画の策定，必要資源の獲得はこ
れらの分類に共通するものである（図表 6 ）。
社会的企業の社会的使命（起業機会）が現実に
生きうるものか否かは，それが組織形態の選択
を経て，事業コンセプト，また，事業計画に落
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とし込められるかどうかにかかり，さらに，機
会を事業として持続的に運営していくに足る資
源を獲得できるか否かにかかっている。
おわりに
いま，わが国においても多くの社会的問題が
発生している。今後もそうした問題は途切れる
ことなく現れてくる。その意味で社会的問題を
解決するために活動する社会的企業の登場が期
待される。そして，その担い手である多様な社
会的企業家の活躍が待たれる。わが国において
社会的企業の活動の歴史は浅い。しかしなが
ら，社会的企業は経済において政府，企業，家
計を補完する第 4 の経済主体となることが期待
されている現在であろう。そのためには社会的
企業がさまざまな分野で活動できる状況や制度
の整備と社会的企業家が数多く創出される場の
構築が必要になる。その意味で社会的企業の概
念を広く考えることがいま重要であり，それに
よって社会的企業の活動の幅を広げることがで
きるようになる。いろいろな社会的問題を現に
抱え，今後も抱え続けるわれわれは自助・他
助，営利・非営利の多様な社会的企業が現れ，
さまざまな社会的問題を解決してくれることを
期待するのである。
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